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研究成果の概要（和文）：（1）教職員の労働時間に関する既存データ分析から、日本の教員労働の特徴を明らかにし
た。デスクワークは国際的にも歴史的にも長時間であるが、指導業務も長時間行われていることがわかった。
（2）公立小中学校に勤務する教職員の労働時間の測定方法を開発した。3年間にわたって、複数の調査を実施した結果
、教員については土日を含む連続する7日間の調査が妥当であること、事務職員については土日を除く連続する7日間の
調査が妥当であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：1: By analyzing existing data, the distinctive features of teachers' workload in 
Japan was found as follows. (a) Internationally and histrionically, Japanese teachers do a desk work long 
hours. And at the same time, they are engaged in teaching and guidance long time.
2: The measurement method of workload of teachers in public elementary and junior high schools was 
designed. By conducting some surveys, it is found that the suitable period for teachers' workload is 
seven consecutive days including Saturday and Sunday, and for administrators' survey is five consecutive 
days in weekdays.

研究分野： 教育行政学
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１．研究開始当初の背景 
本研究開始当初の背景は以下の通りであ

った。すなわち、教職員の労働時間研究の手
法を、コミュニティ・スクール研究に応用す
る必要性が高まっていた。 
教職員の労働時間研究については、2006

年に実施された文部科学省「教員勤務実態調
査」が近年の代表的調査であった。このデー
タを用いて学術的観点から分析したものと
して研究代表者による「教員の業務と校務運
営の実態に関する研究」（国立教育政策研究
所重点配分経費：青木、2010）があった。こ
れらの調査研究を通じて、教職員の労働時間
を定量的に測定する手法およびその分析手
法の開発は不十分な段階であった。さらに、
学校事務職員に対する調査手法は未開発で
あり、学校単位での労働の実態を明らかにす
るには至っていなかった。 
一方で、コミュニティ・スクール研究は、

制度導入校への質問紙調査を通じてその教
育的効果を把握する傾向が強かった。しかし
ながら、制度導入の阻害要素として常に教職
員の業務負担の増加があげられるにもかか
わらず、具体的な業務負担を測定・把握する
ことはこれまで行われていなかった。 
 
２．研究の目的 
 「１．」で記した背景をふまえて、本研究
では、次の二つの目的を設定した。 
 第 1 に、公立小中学校の教員と事務職員の
労働時間の測定方法、集計方法、分析方法の
開発である。世界的にみると、Time use 
survey という研究分野があるが、日本では時
間に着目した社会科学的研究は十分に発達
してこなかった。このような世界的動向もふ
まえて、教職員の労働時間調査のノウハウを
開発することを目的とした。 
 第 2 に、労働時間の観点から、コミュニテ
ィ・スクールの阻害要因を探索的に明らかに
することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 文部科学省委託調査「平成 18 年度教員勤
務実態調査」の再分析を行うことで、教職員
の労働時間の測定方法、集計方法、分析方法
の再検討を行った。 
 ＯＥＣＤ国際教員指導環境調査（ＴＡＬＩ
Ｓ）の二次分析を行うことで、国際比較の視
点から、日本における教員の労働の実態を明
らかにした。 
 学校運営協議会が設置された学校（コミュ
ニティ・スクール）を対象とした、教員勤務
実態調査を行い、教員の労働時間の測定方法、
集計方法、分析方法を開発した。 
 学校事務職員の労働時間についても、調査
方法を開発した。 
 
４．研究成果 
 文部科学省委託調査「平成 18 年度教員勤
務実態調査」の再分析にくわえて、戦後行わ

れた同種の調査をメタ分析し、歴史的な観点
から検証した結果、以前から教員のデスクワ
ークは長時間行われていることが明らかと
なった。つまり、教員のデスクワークは近年
になって長時間化したわけではなく、いわば
高止まりの状態が永らく続いていることが
明らかとなった。さらに、教員の児童生徒へ
の指導業務については、一般的な認識とは異
なり、長時間化傾向が析出された。 
 ＴＡＬＩＳの二次分析結果からは、国際比
較の観点から、日本の労働時間の特徴が明ら
かとなった。その結果は、他国に比べて、日
本の教員については、デスクワークと児童生
徒への指導業務（特に生徒指導、部活動指導）
が長時間労働の原因となっていることが明
らかになったほか、業務に対する満足度もこ
れらの業務が原因となって低下しているこ
とが明らかとなった。 
 量的データの分析方法の開発を通じて、学
校と教職員という階層をなすデータの分析
方法としてふさわしい、マルチレベル分析を
教職員の労働時間の研究に移入することに
成功した。 
 コミュニティ・スクール設置校を対象とし
た教員の労働時間の測定方法については、調
査対象校の選定、調査時期の決定について重
要な知見を得た。すなわち、学校運営協議会
の開催週を含む時期には会議準備が集中す
るため、開催週とそうでない週の比較が重要
であることが判明した。労働時間の測定方法
については、従来と同様の質問紙（学校調査、
教員個人調査、教員業務調査）による調査で
対応可能であることが判明した。分析方法に
ついてはさらなる検証が必要であり、そのた
めには調査対象の拡大が求められる。 
 学校事務職員の労働時間については、試行
的な調査を行ったうえで、全県的調査を二県
を対象に実施した。この調査は学校事務の共
同実施を全県的に導入している二県を対象
としたものである。調査を通じて、共同実施
を含む学校事務職員の労働時間測定のノウ
ハウが蓄積された。 
 学術的な研究成果は以上の通りであるが、
これにくわえて、社会へのアウトリーチ活動
も行った。研究者、学校事務職員、マスコミ、
関係団体、教育行政職員を対象としたセミナ
ーを開催した。このセミナーは国内で初めて
当該テーマに関する実証的調査研究の成果
を報告するものであり、今後の当該テーマの
発展に向けた関係者の理解を深めることが
できた。 
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究室主催公開研究会、学校事務の共同実
施最前線―適正な学校のタイム・マネジ
メントに向けて、フクラシア品川、2016
年 2 月 20 日。 
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